
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人国立公文書館の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

  ②  平成２６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２６年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

別 添

国立公文書館は、独立行政法人への移行前は内閣府の機関であり、歴史資料として重要な公文書

等を国民の財産として継続的に後代に伝えるために、これらの公文書等を保存し、及び一般の利用

に供するという、そもそも国が保有している責務を果たすために設置されたものであり、その果たすべ

き役割は極めて大きいとの認識の下、その重責に見合った処遇がなされ、館長等は一般職の指定職

俸給表が適用されていた。
独立行政法人へ移行後も、国立公文書館が果たすべき役割とその重要性は、いささかも減じるもの

ではなく、情報公開法、公文書管理法等の施行により、国立公文書館の果たすべき役割は、ますます
増大しており、また、一機関ではなく、独立した一つの法人として国立公文書館の行う業務に関する
全責任を負う立場となり、その担うべき責任は飛躍的に高まっている。

このような観点から、国立公文書館の館長等は、独立行政法人への移行前と少なくとも同等以上の
処遇を行うことが妥当と思料するところであり、現行報酬は、移行前と同等の水準（一般職の指定職相
当）となっていることから、妥当なものと考える。

「各般の課題に適切に取り組み、全体として問題なく運営されており、業務効率の向上への積

極的な取り組みは評価できる。」との内閣府独立行政法人評価委員会における評価を踏まえ、役

員報酬は一般職の国家公務員の給与水準に準じた支給を行っている。

ただし、期末手当については、職務実績に応じて増額し、又は減額することができることとして

いる。

役員報酬基準は、独立行政法人国立公文書館役員報酬規程に則り、俸給（９６４，

０００円）、地域手当（俸給に１００分の２０を乗じて得た額）、通勤手当及び期末手当

としている。
期末手当についても、独立行政法人国立公文書館役員報酬規程に則り、基礎額

（それぞれの基準日現在において当該常勤役員の受けるべき俸給及び地域手当
の月額並びに俸給の月額に１００分の２５を乗じて得た額並びに俸給及び地域手当
の月額に１００分の２０を乗じて得た額の合計額をいう。）に、６月に支給する場合に
おいては１００分の１４７．５、１２月に支給する場合においては１００分の１６２．５を乗
じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた
割合を乗じて得た額としている。

なお、平成２６年度では、一般職の職員の給与に関する法律等の一部改正に準
じ、俸給を行政職俸給表（一）と同様の引下げ、期末手当についても行政職俸給表
（一）と同様に支給月数の引き上げを行なった。（平成２７年度３月改定、平成２７年
４月から施行）



理事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況
平成２６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,902 11,808 4,836
１３２

2,125
（通勤手当）
（地域手当）

千円 千円 千円 千円

16,088 10,008 4,099
180

1,801
（通勤手当）
（地域手当）

◇

千円 千円 千円 千円

3,552 3,552
（　　　　）

*

千円 千円 千円 千円

3,552 3,552
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注2：「地域手当」は、当該地域における民間の賃金水準を基礎とし、当該地域における物価等を
　　　 考慮して支給するもの。（一般職の職員の給与に関する法律第11条の3と同様）
注3：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

法人の長

理事

前職
就任・退任の状況

役名

B監事
（非常勤）

その他（内容）

A監事
（非常勤）

役員報酬基準は、独立行政法人国立公文書館役員報酬規程に則り、俸給（８１７，

０００円）、地域手当（俸給に１００分の２０を乗じて得た額）、通勤手当及び期末手当

としている。
期末手当についても、独立行政法人国立公文書館役員報酬規程に則り、基礎額

（それぞれの基準日現在において当該常勤役員の受けるべき俸給及び地域手当
の月額並びに俸給の月額に１００分の２５を乗じて得た額並びに俸給及び地域手当
の月額に１００分の２０を乗じて得た額の合計額をいう。）に、６月に支給する場合に
おいては１００分の１４７．５、１２月に支給する場合においては１００分の１６２．５を乗
じて得た額に基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割
合を乗じて得た額としている。

なお、平成２６年度では、一般職の職員の給与に関する法律等の一部改正に準
じ、俸給を行政職俸給表（一）と同様の引下げ、期末手当についても行政職俸給表
（一）と同様に支給月数の引き上げを行なった。（平成２７年度３月改定、平成２７年
４月から施行）

役員報酬基準は、独立行政法人国立公文書館役員報酬規程に則り、手当の月

額（２９０，０００円）を支給している。
なお、平成２６年度では、一般職の職員の給与に関する法律等の一部改正に準

じ、手当の月額を行政職俸給表（一）と同様の引下げを行なった。（平成２７年度３
月改定、平成２７年４月から施行）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

独立行政法人移行前の国立公文書館長は、内閣府の機関の長として、指定職俸

給表８号俸（現５号俸）を給されていたところである。これは、国立公文書館が、歴史

資料として重要な公文書を国民の財産として継続的に後代に伝えるために、これら

の公文書等を保存し、及び一般の利用に供するという、そもそも国が保有している

責務を果たすために設置されたものであって、その果たすべき役割は極めて大きい

との認識の下、国立公文書館の長たる館長には、その重責に見合った処遇を行なう

との考えから格付けられたものと考えられる。
これに加え、国立公文書館法の一部を改正する法律（平成１１年法律第１６１号）

の施行により、国の機関から内閣総理大臣を通じて移管を受けるという仕組みが整
備されたこと、また、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律
第４２号）、公文書等の管理に関する法律（平成２１年法律第６６号）の施行により、
我が国の歴史資料として重要な公文書等の保存体制は大きく変化することとなり、
国立公文書館の果たすべき役割は、独立行政法人化後もますます増大しており、
国立公文書館長はこのように増大した役割にも適切に対応し、館を運営していく責
務を有している。

さらに、独立行政法人への移行によって、国立公文書館長は、内閣府という組織
内における一機関の長ではなく、独立した一つの法人の長として国立公文書館の
行なう業務に関する全責任を負う立場であり、その担うべき責任は飛躍的に高まっ
ている。

このような観点から、国立公文書館の館長は、独立行政法人への移行前と少なく
とも同等以上の処遇を行なうことが妥当と思料するところであり、現行報酬は移行前
と同等の水準（指定職俸給表８号相当（現５号相当））となっていることから、妥当なも
のと考える。

独立行政法人への移行前は内閣府の機関であり、歴史資料として重要な公文書

等を国民の財産として継続的に後代に伝えるために、これらの公文書等を保存し、

及び一般の利用に供するという、そもそも国が保有している責務を果たすために設

置されたものであり、その果たすべき役割は極めて大きいとの認識の下、その重責

に見合った処遇がなされ、館長を補佐する立場であった次長（現理事）は一般職の

指定職俸給表が適用されていた。
独立行政法人への移行後も、国立公文書館が果たすべき役割とその重要性は、

いささかも減じるものではなく、情報公開法、公文書管理法等の施行により、国立公
文書館の果たすべき役割はますます増大しており、また、独立した一つの法人の長
を支える立場としてその担うべき責任は飛躍的に高まっており、館長に事故があると
きはその職務を代理し、館長が欠員のときはその職務を行なう役割又は職責を担う
ことから、行政機関の組織であれば、官房審議官の職責と同等以上であると考えら
れる。

このような観点から、国立公文書館の理事は、独立行政法人への移行前と少なく
とも同等以上の処遇を行うことが妥当と思料するところであり、現行報酬は、移行前
と同等の水準（一般職の指定職相当）となっていることから、妥当なものと考える。



　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（平成２６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

監事
（非常勤）

法人の長

理事

法人での在職期間

国立公文書館は、国の機関から移管される公文書等を国民の利用に供するほか、

インターネットによる情報提供、展示会、調査研究、研修会の実施、国際会議への

対応等、日本のナショナル・アーカイブズ、センターとして多様な業務を担っている

ところ。
平成２３年には公文書の管理に関する法律が施行され、国立公文書館の任務が

各府省における現用文書管理への関与に拡大したこと、特定歴史公文書等の利用
が請求権化され、不服申立・訴訟に係る事務及び、利用請求者への写しの交付事
務における手数料を扱うことになるなど、業務が飛躍的に拡大している。

これらの多岐にわたる業務遂行面及び、会計・経理面の双方について、厳格かつ
的確に監査を行うため、高度な職見を有する人材が監査を実施することが必要であ
り、その職責及び内閣総理大臣任命等を考慮した報酬水準は妥当なものと考える。

特定独立行政法人である国立公文書館の役員は、国家公務員の身分を有してい

る。役員報酬については、独立行政法人移行前と同じ一般職の指定職相当の給与

水準であり、国立公文書館が担う業務の重要性等を鑑みても、その水準は適正で

あると考える。引き続き適正な役員報酬の水準の維持に努めていただきたい。



５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

法人の長

理事

監事
（非常勤）

判断理由

該当者なし

該当者なし

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

退職手当は、独立行政法人国立公文書館役員退職手当支給規程に則り、在職期間１月につき、

退職し、又は解任された日におけるその者の俸給の月額に１００分の１２．５の割合を乗じて得た額を

基準とし、これに内閣総理大臣が０．０から２．０の範囲内で独立行政法人の業務実績に対する評価

に応じて決定する業績勘案率を乗じ、その額に１００分の８７の割合を乗じて得た金額としている。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成２６年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

27 44.5 7,102 5,299 181 1,803
人 歳 千円 千円 千円 千円

27 44.5 7,102 5,299 181 1,803

注１：在外職員、任期付職員、再任用職員及び非常勤職員は該当がないので記載を省略した。

注２：常勤職員の該当者がいない職種については、記載を省略した。

事務・技術

うち所定内
平成２６年度の年間給与額（平均）

総額
人員

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

区分

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

常勤職員

うち賞与平均年齢

特定独立行政法人として国家公務員の身分を有していることから、職員給与は一般職の国家公

務員の給与水準に準じたものとしている。

勤勉手当において、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の直近の人事評価の結果及

び勤務状況に応じた割合を乗じて得た金額としている。
昇給についても、昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号俸数を、期間の全部を良好

な成績で勤務した職員の昇給の号俸数を４号俸（別に定める職員にあっては３号俸）とすることを標
準として、別に定める基準に従い決定している。

独立行政法人国立公文書館職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（職責手当、 扶養手当、地

域手当、業務調整手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、超過勤務手当、管理職員特別勤務

手当、期末手当、勤勉手当）としている。
期末手当については、期末手当基礎額（俸給＋扶養手当＋地域手当）に、職務の級に応じた割

増率及び、６月に支給する場合においては１００分の１２２．５、１２月に支給する場合においては１００
分の１３７．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた
割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（俸給＋地域手当）に、基準に従って定めた割合を乗じて
得た額としている。

なお、平成２６年度では、一般職の職員の給与に関する法律等の一部改正に準じ、官民較差に基
づく給与水準の改定として、①俸給表を平均０．３％引上げ、②期末・勤勉手当の引上げ（３．９５月
分→４．１０月）、③自動車等使用者に係る通勤手当の引上げを行い、給与制度の総合的見直しとし
て、①俸給表水準の平均２％引下げ、②地域手当の支給割合の見直し、③職務や勤務実績に応じ
た給与配分のための諸手当の改正（単身赴任手当、管理職特別勤務手当）等を行なった。（給与制
度の総合的見直しについては平成２７年３月改定、平成２７年４月から施行）



②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注3：20-23歳及び28-31歳は該当者なし

注4：36-39歳以外については人員が４名以下のため、第1・第3四分位線を表示していない。

③

（事務職員）

平均
人 歳 千円

2 57.5 ―

8 52.6 8,950

16 40.0 5,671

1 ― ―

④

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

55.3 52.9 54

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.7 47.1 46

％ ％ ％

         最高～最低 44.7～44.6 48.8～45.3 46.9～45.0

％ ％ ％

63.2 61.9 62.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.8 38.1 37.5

％ ％ ％

         最高～最低 43.8～32.8 43.1～34.9 43.4～34.0

本部係長級

本部係員

9,342～8,071

注1：本部課長級については、該当者が2人以下のため年間給与額の記載を省略した。
注2：本部係員については、該当者が2人以下のため人員以外の記載を省略した。

―　　～　　―

一般
職員

年間給与額

一律支給分（期末相当）

最高～最低
千円

管理
職員

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以
下、④まで同じ。〕

平均年齢

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ

一律支給分（期末相当）

―　　～　　―

注2：当法人における24歳～27歳の職員は１名のため、当該個人に関する情報が特定される恐れがあることから、
　　　グラフを省略した。

7,587～4,600

人員

本部課長級

本部課長補佐級

賞与（平成２６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）
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0

1

2

3

4

5

6

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

２０－２３

歳

２４－２７

歳

２８－３１

歳

３２－３５

歳

３６－３９

歳

４０－４３

歳

４４－４７

歳

４８－５１
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歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職
人千円



３　給与水準の妥当性の検証等

事務職員

４　モデル給与

○２２歳（大卒初任給、独身）
　　月額　174,200円　年間給与　2,794,000円
○３５歳（本部課長補佐、配偶者、子１人
　　月額　460,814円　年間給与　7,442,000円
○４５歳（本部課長、配偶者、子２人
　　月額　733,842円　年間給与　12,007,000円

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

 地域格差を考慮した対国家公務員指数が９０．７であることから、職員の９割
以上が東京都区部在勤で、地域手当支給額が国家公務員の平均値に比し
高額となっていることが影響しているためである。

内容項目

対国家公務員
指数の状況 ・年齢・学歴勘案　　　　　　　　１０１．０

講ずる措置

　給与水準の妥当性の
　検証

　職員の給与水準は、特定独立行政法人として国家公務員の身分を有して
いることから、国と全く同一の水準となっている。したがって、従来から人事院
勧告に基づく給与制度改革と同様の措置を講じているところであり、今後も
引き続き国に準じた給与の適正な維持に努めていくこととしている。

（主務大臣の検証結果）
　特定独立行政法人である国立公文書館の職員は、国家公務員の身分を有
しており、その給与は国と同水準である。また、地域勘案の指数は100を下
回っていることから給与水準は適正と考える。引き続き適正な給与水準の維
持に努めていただきたい。

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　96.9％】
　（国からの財政支出額1,996百万円、支出予算の総額2,060百万円：平成26
年度予算）
【累積欠損額　30,436,355円（平成25年度決算）】
【管理職の割合　19％（常勤職員数47名中9名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　72％（常勤職員数47名中34名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　18.6％】
　（支出総額2,267百万円、給与・報酬等支給総額422百万円：平成26年度決
算】

【検証結果】
　国立公文書館が行う事務・事業は、国自らが果たすべき基本的責務にかか
わるものであり、現用文書も含めた我が国の公文書の管理システムの一環を
担うもの。このような事務・事業の性格上、自己収入を大きく見込むことは困
難であることから、ほとんどを運営費交付金によりまかなっているところであ
る。
　また、厳格な政治的中立性・守秘義務が求められることから特定独立行政
法人として存置され、職員は国家公務員の身分を有している。
　そのような状況から、職員の給与水準については、国と全く同一水準のもの
としており、適切と考える。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

・年齢・地域・学歴勘案　　　　　８８．８

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１０３．９

・年齢・地域勘案　　　　　　　　　９０．７

職員の給与水準は、特定独立行政法人として国家公務員の身分を有していること

から、国と全く同一の給与水準となっている。したがって、業績給についても、人事院

勧告に基づく給与制度改革と同様の措置を講じることとしている。



Ⅲ　総人件費について

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円

(D) 74,516 82,536 76,777 79,486 92,440
千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

9,373

369,680 375,838
給与、報酬等支給総額

373,221 423,090

305,032

0 4,297 0
退職手当支給額

区　　分

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

421,703

771,506 769,729852,588759,124

311,387

74,606

最広義人件費

328,063
非常勤役職員等給与

342,665 325,049

916,812

福利厚生費

給与、報酬等支給総額は12％、最広義人件費は19％と、対前年度と比べて増

加しているが、主な要因は、我が国の厳しい財政状況及び東日本大震災に対処

する必要性に鑑み、一層の歳出削減が不可欠であることから、国家公務員の人件

費を削減するため定められた臨時特例（給与減額）期間が平成25年度をもって終

了したことによるもの。
退職手当については、国の規定を準用しているため、「国家公務員の退職手当

の支給水準引下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）に基づき、退職手当
法上設けられている「調整率」を段階的に引き下げる等の措置を講じているところ。


